
 

予 算 要 求 資 料 

令和３度当初予算   支出科目 款：衛生費  項：医務費  目：医務費 

事業名 小児在宅医療教育支援センター運営事業費 

        （地域医療介護総合確保基金） 

（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）  

医療福祉部医療福祉連携推進課 障がい児者医療推進係  

電話番号：058-272-1111（内 2628）E-mail：c11230@pref.gifu.lg.jp  

１ 事業費 7,000 千円 （前年度予算額：7,000 千円） 

＜財源内訳＞  

 

区 分 

 

事業費 

財    源    内    訳 

国 庫 

支出金 

分担金 

負担金 

使用料 

手数料 

財産

収入 

寄附金 その他 県 債 一 般 

財 源 

前年度 7,000 0 0 0 0 0 7,000 0 0 

要求額 7,000 0 0 0 0 0 7,000 0 0 

決定額          

 

２ 要求内容 

（１）要求の趣旨（現状と課題） 

医療的ケアを必要としながら在宅で暮らす小児・障がい児者等が年々増加

する一方で、障がい児者医療に携わる医師等医療従事者は依然として不足し

ている。障がい児者医療に携わる医師の育成・確保にあたっては、医師育成

機関との連携・協力が不可欠であるが、本県で唯一の医師育成機関である岐

阜大学は、小児在宅医療の医師育成の分野において、代替性のない極めて重

要な連携先となっている。 

平成２６年度から令和元年度にかけて、岐阜大学に設置した障がい児者医

療学寄附講座では、障がい児者医療に携わる医師の育成や、障がい児者医療

の在り方についての研究やその普及など県内の障がい児者医療の向上を図

ってきたが、この間に積み上げてきた実績やネットワークを引き続き活用す

るとともに、当講座の実施により見えてきた課題に対応するため、岐阜大学

大学院医学系研究科内に設置した「小児在宅医療教育支援センター」におい

て、医療的ケアが必要な障がい児者とその家族の在宅生活を支える医療に携

わる医療従事者等の人材育成、関係医療機関との連携支援等を引き続き図る

必要がある。 

 

 

 

 



 

 

（２）事業内容 

岐阜大学大学院医学系研究科内に設置した「小児在宅医療教育支援セン 

ター」の運営。 

○名称：岐阜大学大学院医学系研究科小児在宅医療教育支援センター 

   ○体制：センター長（医師）１名 医師（小児科医） ２名 

       事務補佐員    １名 

   ○主な役割 

    ・小児患者の在宅支援 

    ・岐阜県下の在宅医療に関わる医療資源の活性化と連携を支援 

    ・移行期医療の支援体制モデルを構築 

    ・在宅医療に関わる人材育成 

    ・障がい児者医療の普及啓発 

（３）県負担・補助率の考え方 

    地域医療介護総合確保基金を活用した県単独事業として実施する。 

（４）類似事業の有無 

  無 

３ 事業費の積算内訳 

事業内容 金額 事業内容の詳細 

委託料 7,000 小児在宅医療教育支援センター運営事業費 

合計  7,000  

 

 決定額の考え方  

 

 

 



 

 

事 業 評 価 調 書 
□  新 規 要 求 事 業  

■  継 続 要 求 事 業 

 

１ 事業の目標と成果 

（事業目標） 

医療的ケアが必要な障がい児者とその家族の在宅生活を支える医療に携わ

る医療従事者等の人材育成と関連医療機関との連携支援を図るとともに、普

及啓発により障がい児者医療への県民の理解を深める。 

（目標の達成度を示す指標と実績） 

指標名 事業開始

前 

指標の推移 現在値 目 標 達成率 

障がい児者医療機関

院外実習受講者 

0 名 

（R1） 

名 

（  ） 

名 

(  ) 

－名 

(R2) 

150 名 

（R3） 

－％ 

 

 

○指標を設定することができない場合の理由 

（前年度の取組） 

・R2 年度新規事業 

 

（前年度の成果） 

・R2 年度新規事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 事業の評価と課題 

（事業の評価） 

・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か） 

○：必要性が高い、△：必要性が低い  

(評価) 

 

○ 

 

小児・障がい児医療に携わる医師の育成においては、医師育成

機関との連携・協力が不可欠であり、岐阜大学の他に代わる連携

先はない。H26 年度から 6 年間実施した障がい児者医療学寄附講座

を通じて見えてきた課題に対し、当講座で積み上げてきた実績や

ネットワークを引き続き活用するとともに、小児患者の在宅移行

や移行期医療など、支援の更なる充実を図る必要がある。 

また、高度な医療支援ニーズ等に対応するため、地域の医療、

保健、福祉、保育、教育等、小児在宅医療に関わる医療資源の活

性化と連携を今後さらに図る必要がある。 

・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか） 

 ○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得

られていない  

（評価） 

 

○ 

 

岐阜大学は、県内唯一の医師育成機関であり、医学教育等を通

じて小児・障がい児医療の関心が高まっている。当センターの事

業は、平成 26 年度から令和元年度までの 6 年間実施していた障が

い児者医療学寄附講座の後継事業であり、これまで積み上げてき

た実績やネットワークの更なる発展を期待することができる。 

また、現状の課題に対しても共通認識を持っており、その解決

に向けた取り組みを展開するうえにおいても、有効性がある。 

・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか） 

 ○：効率化は図られている、△：向上の余地がある  

(評価) 

○ 

 事業の実施内容については、随時協議を行うことで、連携を密

にし、取組むべき課題を共有するなど、効率的な事業運営を図る。 

（今後の課題） 

・小児患者の在宅移行支援が必要 

・県下の在宅医療に関わる医療資源の活性化と連携が必要 

・移行期医療の支援が必要 

・在宅医療に携わる医師等の医療従事者の更なる育成が必要 

・研究会等を通じて障がい児者医療の更なる普及啓発が必要 

（次年度の方向性） 
障がい児者医療学寄附講座の実施により見えてきた上記課題の解決に向け

て、小児在宅医療教育支援センターが県内の小児在宅医療の中核となり、各

取り組みを積極的に展開していく。 

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果） 
組み合わせ予定のイベント又

は事業名及び所管課 

 

【○○課】 

組み合わせて実施する理由や

期待する効果 など 

 

 


